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基本計画 ＲＥＳＥＡＲＣＨ2025 策定の背景

鉄道総研のビジョン「革新的な技術を創出し、鉄道の発展と豊かな社会の実現に貢献します」を実現する

実行計画として2020年度以降の5年間の基本計画を策定

１. はじめに

社会
・

技術

地球環境問題、高齢化に伴う社会的負担の増加、経済の地域間格差

などの中で、国連は「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」を、日本政府は

「Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０」を提唱し、社会が直面している諸課題を最先端の技

術で克服する、持続可能な社会の実現に向けた取組が進む

コンピュータ及び高速大容量通信の急速な進歩により、デジタル技術

の導入によるデジタル社会に向けた革新が進む

日本の
鉄道

少子高齢化に伴う総人口・生産年齢人口の減少等により、長期的には

鉄道旅客の輸送量が減少

頻発かつ激甚化する自然災害、鉄道インフラの老朽化、鉄道現場での

労働力不足等に対して、これまでの枠を超えた対応が急務

様々な交通手段によるモビリティをシームレスに繋ぐ新たなサービス

の創出において、鉄道が果たす役割は増大

鉄道
技術

諸課題解決のために、デジタル技術の活用によりシステムチェンジを

図る取組が進む

複雑化する技術的課題に対しては、関連する複数の機関が連携し、情

報を共有化
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活動の基本方針

２. 活動の基本方針

安全性の向上、特に自然災害に対する強靭化
活動の

基本方針
（１）

公益財団法人鉄道総合技術研究所

 地上・車両設備の故障防止及び老朽化に

対応する研究開発の積極的な実施

 災害や事故の被害・原因調査及び復旧方

法・再発防止対策の提案等の第三者機関

としての中立な活動

 鉄道の更なる安全・安定輸送に資する研究開発、特に、強雨、強風、大地震

など頻発かつ激甚化する自然災害に対する鉄道の強靭化に資する研究開

発の重点的な実施
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活動の基本方針

２. 活動の基本方針

 高度情報処理技術や５Ｇなどの高速通信網を

組み合わせたデジタル技術の鉄道への導入を

推進し、列車運行の自律化やデジタルメンテナ

ンスの促進など、鉄道現場での労働力不足等

の課題に対応した省力化技術に関する研究開

発を重点的に実施

 沿線環境に適合した新幹線の高速化、鉄道の

更なる省エネルギー化などに資する研究開発

の推進

 ＭａａＳなど新たな顧客サービスの創出に寄与

する取組を進め、鉄道システムの革新に資する

デジタル技術による鉄道システムの革新
活動の

基本方針
（２）
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活動の基本方針

２. 活動の基本方針

 鉄道の将来に向けた研究開発、鉄道事業

に即効性のある実用的な技術開発及び鉄

道固有の現象解明などの基礎研究の推進

 シミュレーション技術の高度化及び独創的

な試験研究設備の整備

 ノウハウの蓄積や人材育成を引き続き行

い、鉄道の諸課題に分野横断的に取り組

み、高い品質の成果を創出し国内外に広

く提供することで信頼を更に拡大

総合力を発揮した高い品質の成果の創出
活動の

基本方針
（３）
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活動の基本方針

２. 活動の基本方針

 海外の鉄道事業者や研究機関などとの連

携及び情報発信の強化により、日本の鉄

道技術の国際的なプレゼンスを向上

 海外展開を支援する国際標準化活動の拠

点として、リーダーシップを発揮し戦略的

かつ計画的に活動

鉄道技術の国際的プレゼンスの向上
活動の

基本方針
（４）
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活動の基本方針

２. 活動の基本方針

 職員一人一人が貴重な人材であるとの認

識に立ち、鉄道事業者のニーズに対応でき、

グローバルな視点を有し、独創的な研究開

発を推進できる研究者を育成

 職場の安全衛生、メンタルヘルス、ワーク

ライフバランス等への取組を行うとともに、

自由闊達な議論ができる風通しの良い風

土を醸成し、働きがいを持てる職場を創出

能力を発揮でき、働きがいを持てる職場創り
活動の

基本方針
（５）
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研究開発事業１

公益目的事業

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.１ 研究開発事業 (1) 研究開発の進め方

安全性の向上、特に自然災害に対する強靭化①

 安全性の向上に資する研究開発を重点的に実施

 激甚化する自然災害に対して、公的機関の高密度

な気象・地震情報及びシミュレーション技術を活

用しリアルタイムに災害リスクを評価

 鉄道の更なる安全かつ迅速な運転規制及び早期

復旧に資する研究開発を強力に推進

デジタル技術による鉄道システムの革新②

 高度情報処理技術や高速通信網に関する基礎知

識やノウハウを蓄積

 専門の研究機関等への短期・長期の派遣を行い

最先端のデジタル技術を活用できる能力を醸成

 ＡＩ等の活用においては、外部能力を積極的に活用
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公益目的事業

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.１ 研究開発事業 (1) 研究開発の進め方

総合力を発揮した高い品質の成果の創出③

 鉄道固有の諸課題解決と革新的な技術の源泉につながる基礎的な研究開

発への積極的な取組

 独創性に優れ実用化した場合の鉄道事業へのインパクトが大きいチャレン

ジングな研究開発を活性化

 ニーズが特に高い実用的な技術開発のリソースを増強

 新設した大型試験設備を有効に活用し高い品質の成果を効率的に創出

 研究開発に直結する独創的な試験設備を新設
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研究開発の目標と柱

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.１ 研究開発事業 (2) 研究開発の目標と柱

リソースを有効活用して効果的に研究開発を進めるための
「研究開発の柱」

鉄道の基礎研究
鉄道の将来に
向けた研究開発 実用的な技術開発

鉄道総研が目指す
「研究開発の目標」

激甚化する

自然災害に対する

強靭化など

安全性の向上

メンテナンスの

省力化など

低コスト化

電力ネットワークの

低炭素化など

環境との調和

更なる高速化など 利便性の向上
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鉄道の将来に向けた研究開発

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.１ 研究開発事業 (3) 鉄道の将来に向けた研究開発

 概ね１０数年先の実用化を念頭に置き、鉄道事業者のニーズや社会動向の変化に応える課題

 鉄道総研の研究開発能力の高い分野や特長のある設備等を活かせる課題

 鉄道総研の総合力を発揮できる課題

６つの大課題を設定して取り組む
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大課題 激甚化する気象災害に対する鉄道の強靭化

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.１ 研究開発事業 (3) 鉄道の将来に向けた研究開発

 高密度で面的な現況の気象データを活用して災害リスクを評価し運転中止・再開を判断することでダ
ウンタイムを短縮

 強雨災害被災後の斜面・盛土の残存耐力に応じた適切かつ迅速な応急復旧法等を構築
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大課題 列車運行の自律化

 衛星測位等を含む車上位置検知、線路内・沿線の異常検知

 無線による地上設備制御

 沿線・車両の情報に基づき走行の可否を判断する運行判断手法

 都市圏における列車遅延抑制や早期回復、省エネルギー運転等の運行制御手法

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.１ 研究開発事業 (3) 鉄道の将来に向けた研究開発

公益財団法人鉄道総合技術研究所14



大課題 デジタルメンテナンスによる省力化

 車上計測による軌道及び構造物の自動診断技術を構築

 電力ネットワーク監視による高抵抗地絡等の検知

 インテリジェント分岐器による保守の省力化

 収集したデータを統合分析するプラットフォームを構築

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.１ 研究開発事業 (3) 鉄道の将来に向けた研究開発
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大課題 電力ネットワークの電力協調制御による低炭素化

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.１ 研究開発事業 (3) 鉄道の将来に向けた研究開発

 再生可能エネルギーを積極的に活用することで低炭素化を図るため、鉄道用の蓄電システムと外部電

力とを､電力ネットワークにおいて協調制御する手法を構築

 回生電力を有効活用して省エネルギー化を図るため、電力貯蔵装置等をリアルタイムに協調制御する手

法、列車の運行状況に応じて省エネ運転ダイヤを導く運転手法を構築
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大課題 沿線環境に適合する新幹線の高速化

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.１ 研究開発事業 (3) 鉄道の将来に向けた研究開発

 台車部空力音の低減技術の構築

 高速走行時の集電性能と低騒音性能を向上させたパンタグラフの開発

 高速走行時の台車周辺の空気流を制御することで台車部着落雪を抑制する技術の構築

 トンネル微気圧波の低減技術の構築
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大課題 シミュレーション技術の高度化

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.１ 研究開発事業 (3) 鉄道の将来に向けた研究開発

 バーチャル鉄道試験線を構成する連成シミュレータにおいて、営業線に適用できる解析モデルを構築

 パンタグラフ離線アーク発生時の摩耗・損傷状態、排雪しながら高速走行する車両の安全性評価

 耐摩耗性材料等の開発のための微視的構造シミュレーション手法

 大型低騒音風洞の実験を数値計算で模擬する数値風洞

公益財団法人鉄道総合技術研究所18



実用的な技術開発

研究開発の目標 課題例

安全性の向上  近距離地震に対する早期地震警報システム

 衝突事故時の座席の安全性向上

 地上設備の長寿命化に向けた診断技術と補修・補強工法

低コスト化  センサの活用による軌道モニタリング技術

 車両側面カメラを用いた安全確認手法

環境との調和  超電導き電ケーブルなど超電導技術の在来方式鉄道への応用

 燃料電池ハイブリッド電車の実用化・普及

利便性の向上  制動距離短縮に資するブレーキ装置

 車両の複合型上下制振制御システム

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.１ 研究開発事業 (4) 実用的な研究開発

ＪＲ各社の指定による技術開発①

 具体的な指定を受けて、寒冷地など地域の特情を踏まえた様々
な現場での課題の解決に資する技術開発成果を迅速に提供

鉄道総研が自主的に行う実用的な技術開発②

 鉄道総研の持つ特長ある設備や解析技術・ノウハウ等を活用

国等からの委託による研究開発③

 研究開発成果の実用化と普及の一環として実施
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車両の複合型上下制振制御システム

燃料電池ハイブリッド電車



鉄道の基礎研究

現象解明・予測

 鉄道固有の諸課題解決と革新的な技術の源泉につながる基礎的な研究開発

 浮上式鉄道の研究開発は、超電導、リニアモータなどの技術を在来方式鉄道に応用

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.１ 研究開発事業 (5) 鉄道の基礎研究

横風による転覆限界時の車両挙動評価

軌道内積雪の性状推定手法

気象災害の予測

車両の走行安全性

沿線環境の改善

きしり音や構造物音の
発生メカニズムの解明及び低減手法
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鉄道の基礎研究

分析・実験・評価方法の構築

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.１ 研究開発事業 (5) 鉄道の基礎研究

劣化損傷メカニズム及び検査手法

車軸の疲労き裂進展速度の解明及び検査周期の評価

レール頭部のき裂進展メカニズムの解明と
メンテナンス手法の提案
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心身状態を評価する生理指標の解明

ヒューマンファクター

高速輪軸試験装置 （イメージ）



鉄道の基礎研究

新しい技術･材料･研究手法の導入

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.１ 研究開発事業 (5) 鉄道の基礎研究

人工知能による制御・判断のトレース手法 車輪踏面の摩擦劣化要因の解明及び
車輪・ブレーキの新たな材料の提案

摩擦・摩耗及び長寿命化人工知能（ＡＩ）
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制輪子の摩擦熱による車輪の内部温度

車輪の損傷・劣化状態の分析



試験設備

研究開発に直結する独創的な試験設備として
 ２件の大型試験設備を新設

 必要性の高い試験設備の新設及び老朽化が進む試験設備を更新

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.１ 研究開発事業 (６) 試験設備

大型試験設備の新設①

 地盤に関わる諸課題の解決のため、実物を縮
小した模型地盤に対し、高速回転によって遠心

力を作用させて模型地盤内に実地盤と同じ応
力状態を再現し、地盤や構造物の挙動を評価

地盤遠心載荷試験装置

 実軌道構造上にまくらぎ間隔で設置した複数
のアクチュエータにより、高速で走行する列車

（最高360ｋｍ/ｈ）が軌道に負荷する荷重を再
現し、軌道及び構造物の応答や耐久性を評価

高速移動載荷試験装置

試験設備の新設及び更新②

 高い品質の研究開発を創出する上で必要性が高い試験設備を新設
 耐用年数を経過し劣化が著しい試験設備について研究開発における必要性・緊急

性等から優先順位を付けて更新

公益財団法人鉄道総合技術研究所23

模型地盤



公益目的事業

調査事業２
 鉄道に関わる安全・環境・交通経済等の中長期的動向やデジタル技術等

に関する情報を収集・分析し、結果を研究開発に活用

技術基準事業３
 労働力の減少を見据えて施工や維持管理の効率化を反映した設計が行

えるように、設計標準、維持管理標準及び設計計算例などを整備

公益財団法人鉄道総合技術研究所

情報サービス事業４
 国内外の鉄道技術情報を収集・蓄積し、積極的に発信

 多様な媒体を活用し、研究開発成果・活動状況を的確に社会に提供

 地震時の早期復旧に資する情報などを配信(ＤＩＳＥＲ)

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.２ 調査事業 ＆ ３.１.３ 技術基準事業 ＆ ３.１.４ 情報サービス事業
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公益目的事業

国際規格事業７
 日本の鉄道技術の維持・活性化とその海外展開に向けて、戦略的な国際標

準化活動を展開

 ＩＳＯ(国際標準化機構)及びＩＥＣ(国際電気標準会議)では、日本からの規格

提案を推進し、他国提案に対し日本の設計思想や技術を盛り込む

 鉄道関連団体が進める標準化活動について調査を進め、必要に応じて関与

 国内の技術・ノウハウの明文化やその体系化、国内認証体制のあり方の検討

公益財団法人鉄道総合技術研究所

出版講習事業５
 定期刊行物、講演会、技術フォーラムなどの内容の

充実による研究開発成果などの社会への普及

 鉄道技術講座などの講習会を体系的に実施

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.５ 出版講習事業 ＆ ３.１.６ 診断指導事業 ＆ ３.１.７ 国際規格事業
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診断指導事業６
 鉄道事業者全般にわたる要請にきめ細かく対応

 災害、事故、設備故障に関わるコンサルティングは、迅速な被害や原因の調査、

復旧方法や再発防止対策を提案

鉄道総研講演会



公益目的事業

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.８ 資格認定事業 ＆ ３.１.９ 鉄道技術推進センター ＆ ３.１.１０ 鉄道国際規格センター

鉄道国際規格センター１０
 国際標準化活動を担う中核的な機関として貢献

 海外の標準化活動を行う組織との連携を強化

 国内関係者への啓発、人材育成推進

公益財団法人鉄道総合技術研究所

資格認定事業８
 鉄道設計技士試験を受験し易い環境の整備

 鉄道技術者の技術レベルの維持向上を図り、鉄道業界全体の人材育成に寄与

26

鉄道技術推進センター９
 国、関係機関と連携し鉄道の安全・安定輸送に資する

活動に取り組むとともに鉄道関係者の技術レベル向

上に寄与

 現地訪問による助言などによる地域鉄道の技術支援

 鉄道事業者の関心の高いテーマに関する調査研究等

を通じた鉄道事業者間の情報共有の推進 現地訪問による技術支援

IEC/TC9総会



公益目的事業

３. 事業活動 ３.１ 公益目的事業 ３.１.１１ 国際活動

国際活動１１
 日本の鉄道技術の国際的プレゼンス向上のため、海外の研究機関など

との共同研究や職員の派遣を拡充、情報発信の質及び量を向上

 鉄道事業者や鉄道関連企業などの海外展開への積極的な支援、人材育

成の支援、鉄道総研が開発した技術の国際展開などを通して、日本の鉄

道技術を普及

公益財団法人鉄道総合技術研究所27

2015年度以降に共同研究や委託研究の実績がある海外の大学・研究機関



収益事業

３. 事業活動 ３.２ 収益事業

 研究開発成果を実用化し、広く普及

 マーケティング活動及びプロモーション活動等を強化し、顧客のニーズを的確に把握

 実用化促進のための取組を積極的に実施し、顧客目線での高い品質の成果を提供

 収入の確保及び事業の効率化を進めて収支管理を徹底

公益財団法人鉄道総合技術研究所28



運営

運営の考え方１
 公益財団法人として、法令及び定款を遵守した健全な運営

 重点化する技術分野に要員を増強するとともに、人的資源を有効活用

 幹部職員から新入職員までの階層別研修プログラムを充実させ着実に技術継承

 ＪＲ各社など鉄道事業者との積極的な人事交流

 試験設備の新設・更新、研究棟建て替えなどのため、堅実な資金計画の下で運営

全般を効率化

コンプライアンス２
 研修やＯＪＴによる継続的な教育を進め、

職員の倫理意識を向上

情報管理３
 研究開発情報等の管理の厳格化、セキュリティの強化

４. 運営 ４.１ 運営の考え方 ＆ ４.２ コンプライアンス ＆ ４.３ 情報管理

公益財団法人鉄道総合技術研究所29



運営

人材４

 大学や研究機関との連携の強化や

インターンシップの実施により、

鉄道総研の活動に対する理解を

深度化

 中長期的に重点をおく技術分野の

人材を確保

 技術断層を防止するため計画的な

新規採用

 デジタル技術などの最先端の技術

分野に精通した人材を確保するた

め、専門家の中途採用など採用を

多様化

１． 人材の確保

４. 運営 ４.４ 人材

公益財団法人鉄道総合技術研究所30

鉄道総研ウェブサイト 採用情報ページより



運営

2． 人材の育成

 鉄道事業者のニーズに対応でき、独創的な研究

開発が行える研究者の育成

 ＪＲ各社をはじめとする鉄道事業者との人事交

流を、管理職の職員でも実施

 幹部職員から新入職員までの階層別研修プロ

グラムの充実

４. 運営 ４.４ 人材

公益財団法人鉄道総合技術研究所31

 最先端の技術分野に関する専門の研究機関等への短期・長期の派遣

 グローバルな視点を有し、日本の鉄道技術の国際的なプレゼンスを向上できる

人材を育成するため、海外の大学や研究機関などとの共同研究、人事交流を実施

 職場の安全衛生、メンタルヘルス、働き方改革及び次世代育成支援等への取組

を強化

 風通しのよい風土を醸成し、モチベーション高く、働きがいを持てる職場

３．働きがいを持てる職場創り

鉄道総研ウェブサイト 採用情報ページより

海外の大学との共同研究



運営

要員５
 新規採用数は各年度２０人程度とし、要員数

は現行の５５０人を維持

 自然災害に対する強靭化、デジタル技術の

導入促進、省エネルギー技術の深度化、新幹

線の高速化、シミュレーション技術の高度化

など重点的に取り組む技術分野を増強

 国際的な鉄道関連団体との連携強化や認証

等への対応のため、国際規格事業は要員を

増強

４. 運営 ４.４ 人材 ＆ ４.５ 要員

公益財団法人鉄道総合技術研究所32

入社式



４. 運営 ４.６ 収支 ４.６.１ 収入

新型コロナウイルス感染症の影響による今後の収入動向等が不透明であるため、
基本計画策定時点（ 2019年12月）の収支計画を記しております。

運営

収支６
収入

公益財団法人鉄道総合技術研究所33
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４. 運営 ４.６ 収支 ４.６.２ 支出

新型コロナウイルス感染症の影響による今後の収入動向等が不透明であるため、
基本計画策定時点（ 2019年12月）の収支計画を記しております。

運営

収支６
支出

公益財団法人鉄道総合技術研究所34
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おわりに

５. おわりに

 これまでに類を見ないような気象災害や労働力不足への対応は、従来の枠組で

は対処できない喫緊の課題であり、課題の克服には技術革新が必要不可欠

 鉄道総研は鉄道の技術革新の担い手としての役割を果たし、鉄道事業者や大学

等と連携して、鉄道が直面する課題を克服し、持続可能な社会の実現に向け、

鉄道の未来を創る研究開発に邁進

 災害や事故の被害・原因調査や復旧・再発防止対策の提案等の第三者機関とし

ての中立な活動

 法令及び定款を遵守しコンプライアンスの強化に努め、鉄道総研に対する信頼感

を醸成

公益財団法人鉄道総合技術研究所35

 人事交流を積極的に行い、鉄道の現場の状況

や課題を把握できる職員の育成と技術継承

 ビジョンに基づき、基本計画－鉄道の未来を

創る研究開発－ RESEARCH 2025の遂行

鉄道総研のビジョン「RISING」
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本資料に関するお問い合わせ先

公益財団法人鉄道総合技術研究所 総務部（広報）

電話 042-573-7219


